
 

令和６年能登半島地震・奥能登豪雨経営改善サポート融資制度要綱 
 

１ 目的 

令和６年能登半島地震及び令和６年奥能登豪雨による被災からの復旧・復興に向け、事業の再建に必

要な資金を円滑に供給することで、県内中小企業者の事業再生の着実な進捗を図り、もって、中小企業

の活力の再生を図ることを目的とする。 

 

２ 融資対象 

次のいずれにも該当した中小企業者。 

（１）七尾市、輪島市、珠洲市、志賀町、穴水町、能登町に所在する中小企業者 

（２）次に掲げるいずれかの計画（当該計画に係る債権者全員の合意が成立したものに限る。）に

従って事業再生を行い、金融機関に対して計画の実行及び進捗の報告を行う中小企業者 

【産業競争力強化法（平成２５年法律第９８号。以下「法」という。）第５３条第１項に規定】 

①独立行政法人中小企業基盤整備機構の指導又は助言を受けて作成された事業再生の計画 

②認定支援機関（株式会社東日本大震災事業者再生支援機構法（平成 23 年法律第 113 号）

第 59 条第 1 項に規定する産業復興相談センターを含む。）の指導又は助言を受けて作成さ

れた事業再生の計画 

【経済産業省関係産業競争力強化法施行規則（平成２６年経済産業省令第１号。以下「施行規

則」という。）第３２条第１号に規定】 

③特定認証紛争解決手続（法第２条第２２項に規定）に従って作成された事業再生計画 

④株式会社整理回収機構が策定を支援した再生計画 

⑤株式会社地域経済活性化支援機構（株式会社地域経済活性化支援機構法（平成 21 年法律

第 63号）に基づき設置）が再生支援決定を行った事業再生計画 

⑥株式会社東日本大震災事業者再生支援機構（株式会社東日本大震災事業者再生支援機構法

に基づき設置）が支援決定を行った事業再生計画 

⑦私的整理に関するガイドラインに基づき成立した再建計画 

⑧自然災害による被災者の債務整理に関するガイドラインに基づき作成された計画であっ

て、特定債務等の調整の促進のための特定調停に関する法律（平成 11年法律第 158号）に

基づく調停における調書（同法第 17 条第 1 項の調停条項によるものを除く。）又は同法第

20条に規定する決定において特定されたもの 

⑨中小企業の事業再生等に関するガイドラインに基づき成立した事業再生計画 

【施行規則第３２条第２号に規定】 

⑩独立行政法人中小企業基盤整備機構が法第 140条に規定する出資業務により出資を行った

投資事業有限責任組合が策定を支援した再建計画 

【施行規則第３２条第３号に規定】 

⑪経営サポート会議（信用保証協会や債権者たる金融機関等の関係者が一堂に会し、中小企

業者ごとに経営支援の方向性、内容等を検討する場）による検討に基づき作成又は決定さ

れた事業再生の計画 

【施行規則第３２条第４号に規定】 

⑫中小企業等経営強化法（平成 11 年法律第 18 号）第 31 条第 2 項に規定する認定経営革新

等支援機関が経営改善計画策定支援事業によって策定を支援した事業再生の計画 

３ 資金の使途 



 

事業資金とする。ただし、事業再生の計画の実施に必要な資金に限る。 

  

４ 融資条件 

（１）融資限度額 

１億円。 

（２）融資期間 

①一括返済の場合 １年以内とする。 

②分割返済の場合 １５年以内（うち据置期間は５年以内）とする。 

 （３）利率 

    別途、定める利率とする。 

（４）担保 

   必要に応じて徴求するものとする。 

（５）保証人 

  原則として法人代表者以外の保証人は徴求しないものとする。また経営者保証免除対応（注）を適

用する場合は法人代表者の連帯保証を徴求しない。 

 （６）貸付形式 

証書貸付又は手形貸付とする。 

（７）返済方法 

  一括返済又は分割返済とする。 

 

５ 信用保証 

本制度は、石川県信用保証協会の保証を必須とする。 

 

６ 申込添付書類 

石川県信用保証協会所定の申込書類の他、次の資料を添付の上、石川県信用保証協会に申し込むもの

とする。 

（１）２．（２）に規定する計画 

（２）経営者保証免除対応確認書（免除対応を適用する場合）（以下「確認書」という。） 

 

７ 事業再生の計画 

 事業再生の計画には以下の内容を満たすもの又は含むものとし、別添の計画雛形を参考とす

るものとする。  

（１）債権者間の合意がとれているもの  

（２）申込人の経営に係る現況・課題と課題を踏まえた改善策  

（３）計画期間中の各事業年度の収支計画及び計画終了時の定量目標並びにその達成に向け

た具体的な行動計画 

 

８ 金融機関の責務及び報告 

（１）金融機関は中小企業者から、四半期に１回、計画の実行状況の報告を受けることとする。 

（２）事業再生の計画が２．（２）に定める機関、機構又は会議（以下「機関等」という。）の支援

に基づき作成されたものである場合、金融機関は当該機関等と連携して、中小企業者に対し



 

て、事業再生計画のフォローアップを通じ、経営支援を行うものとする。 

（３）金融機関は、原則として３年間にわたり、中小企業者の事業年度ごとに、信用保証協会に対

し、中小企業者の計画の実行状況とともに、自らの経営支援の状況を報告しなければならな

い。なお、当該報告がなかった場合は、その案件に係る代位弁済請求を行う時にその理由を

記載した書面を提出するものとする。 

（４）金融機関は中小企業者の実行状況を踏まえ、（事業再生の計画が２．（２）に定める機関等の

支援に基づき作成されたものである場合にあっては、当該機関等と連携し、）必要に応じて、

中小企業者に対し、計画の修正に係る指導・助言や追加的な経営支援を行うものとする。 

 

９ 取扱期間 

令和６年６月２１日から令和９年３月３１日までに石川県信用保証協会が保証申込を受け付けたも

のとする。 

 

注：普通保険及び無担保保険にかかる保証について、次の①及び②を満たす場合、信用保証料率を０．

２％上乗せすることにより経営者保証を免除することができる。 

①令和２年１月２９日時点における直近の決算から確認書記入日時点における直近の決算までの

いずれかにおいて資産超過であること。 

②直近の決算における法人と代表者との関係において、法人と経営者の資産・経理が明確に区分さ

れており、法人と経営者の間の資金のやりとり（役員報酬・賞与、配当、オーナーへの貸付け等）

について、社会通念上適切な範囲を超えていない。 

 

附 則 

本要綱に定める制度は国が定める「事業再生計画実施関連保証（経営改善・再生支援強化型）制度」

に対応するものである。 

 

附 則 

本要綱は、令和６年６月２１日から施行する。 

 

附 則 

本要綱は、令和６年１０月１日から施行する。 

 

附 則 

本要綱は、令和６年１０月１７日から施行する。 

 

附 則 

本要綱は、令和６年１０月３０日から施行する。 

 

附 則 

本要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 

附 則 

本要綱は、令和８年４月１日から施行する。 



 

（別記様式第１） 

 

    年  月  日  

 

（金融機関） 

              様 

 

所 在 地 
(住 所) 

企 業 名 

   代表者名                    

 

 

令和６年能登半島地震・奥能登豪雨経営改善サポート融資借入申込書 

 

上記資金の借入れをしたいので、令和６年能登半島地震・奥能登豪雨経営改善サポート融資制度

要綱に基づき、下記の通り申し込みます。 

 

記 

 

           申込金額  金              円  

                 

 

           償還方法  分 割   （    カ月）  

うち据置期間（    カ月） 

                  

 

           保 証 人 （住所、氏名、職業） 

 



 

（別記様式第２） 

年  月  日  
 

石川県知事      様 

 

           （金融機関名）               
 
 

令和６年能登半島地震・奥能登豪雨経営改善サポート融資実行通知書 
 

企 業 名 

(組合名) 
 

所 在 

地 
 

代表者名  

業  

種 

1 製造業     2 建設業 

3 卸小売業    4 飲食業 

5 運送業     6 サービス業 

7 その他（          ） 

資 本 金 

(法人のみ) 

円 

融資実行金額 円 

融資利率 

％ 

 

 

（固定・変動） 

               

融資期間 年  月  日 ～ 年  月  日 （   年   カ月間） 

うち 
据置期間 年  月  日 ～ 年  月  日 （   年   カ月間） 

償還方法 年  月  日から 
毎月ごとに 

ごとに 
円返済 

 年  月  日から 
毎月ごとに 

ごとに 
円返済 

 年  月  日から 
毎月ごとに 

ごとに 
円返済 

担保の有無 

(種別に○印) 
有・無 信用保証 有   

備  考 

 

 

 

資金使途（具体的に）    

 

 

(注)計画を添付のうえ、本店でとりまとめ、県へ送付すること。 
取扱支店名  

 


